
法人名 公益財団法人　滋賀県国際協会

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（社団法人のみ） H30年度 R1年度
H30→R1増
減

　②役員の状況 H30年度 R1年度
H30→R1増
減

R2年度

評議員総数 10 10 10

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

理事総数 7 7 7

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤役員数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円）

　③職員の状況 H30年度 R1年度
H30→R1増
減

R2年度

職員総数 13 14 1 14

常勤職員 8 8 8

プロパー職員 3 3 3

うち県退職職員（ＯＢ）

県等からの派遣職員 2 2 2

うち県派遣職員 2 2 2

臨時・嘱託職員 3 3 3

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員 5 6 1 6

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

46.0 47.0 1.0 48.0

6,832 7,027 195 6,908

職員の給与総額（年額）（千円） 41,347 45,236 3,889 46,649

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和2年度当初実数) 2 1 3

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

H30年度 R1年度 H30→R1増減 R2年度

10,813 26,649 15,836 23,903

38,698 38,532 △ 166 38,552

負担金 100 100 100

45,741 40,667 △ 5,074 45,144

合計 95,352 105,948 10,596 107,699

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、同
一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

滋賀県国際協会事業費補助金

項　　　　　　目 備考（R2内訳）

県からの
年間
収入額

補助金
事業費補助金

多文化共生推進事業補助金 23,303
RS州団派遣事業補助金 600

運営費補助金

委託料
ミシガン州立大学連合日本センター管理運
営事業受託金 42,419、友好諸国受入事業
受託金  2,725

その他

滋賀県国際協会法人会費

プロパー職員の年代別職員数

令和２年度　出資法人経営評価表

常勤役員の平均年齢

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）



H29 H30 R1

中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○
中期経営計画のみ策定している。 ○
年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○

　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。 ○
活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ ○
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。 ○ ○ ○
ニーズを把握するための手段を講じている。

具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 ○
管理費比率が２期連続で増加した。

経常収益が２期連続で経常費用を上回った。 ○
経常収益が、当期は経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を下回った。 ○
経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。 ○
当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。 ○
前期に比べ増加した。

前期に比べ減少した。 ○
２期連続で減少した。 ○
当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

効率性 経常費用に占める管理費の状況

令和元年度は、低金利による運用利息の減少を見込
んで、事業費等を見直し、節減や外部資金の獲得等
に努めた。ただし、自主財源の確保を目的として実施
している収益事業（パスポート写真撮影事業）は一定
の成果を見込んでいたが、1月以降は、新型コロナウ
イルスの影響により見込みを下回り減収となった。

外部資金の積極的な獲得および経常費用の節
減に努めており、成果が見られるが、新型コロ
ナウイルス感染拡大にともなう厳しい財政状況
を見据え、引き続きより一層の収益の確保と経
費の節減に努める必要がある。

経常収益・費用の比率

健全性
債務超過の状況

財務状況に関しては、常にその健全性の確保に努め
ており、借入金はなく、支払い能力にも問題ない。

主に基本財産運用益の減少により正味財産期
末残高が減少しているが、財政状況について
は、概ね良好である。今後も、安定した事業継
続に向けて、引き続き健全性を確保していく。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

グローバル人材育成の必要性や外国人労働者の受
け入れ増加の社会情勢に対し、当協会のすべての事
業は適合し、今後ますます意義は大きくなる。
平成28年度から策定した第2期中期計画の目標につ
いては、６事業中すべての事業について、最終年度
を前に目標を達成した。
最終年度の令和2年度には、これらを評価し、第3期
中期計画の策定にむけて検討を行う。

第２期中期計画に基づき事業を実施していると
ころであり、地域と連携した取組を進めるなど、
効果的な事業となるよう工夫している。より活発
な事業が行われるよう、関係機関と連携していく
必要がある。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見



H29 H30 R1
県の所見区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ ○ ○

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○ ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない ○ ○ ○
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。 ○ ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない ○ ○ ○
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ ○ ○
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○
業務監査を実施していない。

団体の事業については、県との密接な連携が
求められる。今後も引き続き、県からの財政的・
人的支援が必要と思われる。

―

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

多文化共生総合相談ワンストップセンターの整
備および運営の必要性が生じたため、令和元
年度に県の財政支出が増加し、経常収益に占
める自主事業収益の割合減少に影響したもの
であるが、引き続き自主事業収益を確保してい
く必要がある。一方で新型コロナウイルスの感
染拡大により自主財源の確保に影響が見込ま
れることから、令和2年度の自主事業収益の確
保は課題と考えられる。

損失補償の状況

透明性 情報公開規程の整備状況
平成28年度から情報公開規定を設け、ホームページ
等で情報の積極的な公開に努めている。
新公益法人会計基準を平成23年度より導入し、より
透明性の高い情報公開に努めている。

情報公開規程を整備し、ホームページでの積極
的な情報公開に努められている。引き続き、的
確な情報発信を行っていく必要がある。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

経常収益に占める自主事業収益の割合は一定確保
している。令和元年度はＪＣＭＵ管理受託費が若干減
少したが、多文化共生事業補助金が多文化共生総
合相談ワンストップセンターの整備および運営費とし
て約1,500万円増となったことから、結果的には県か
らの財政支出が増加した。
今後も継続して自主事業収益を確保し、自立性を発
揮するよう努めたいが、新型コロナウイルスの影響に
より渡航支援事業として実施している収益事業は令
和2年度は一時中止しているため自主財源の増加に
ついては、厳しい状況にある。今後の自主財源の確
保については、検討していきたい。

団体の運営および事業にあたっては、協会の自立
性・主体性が発揮できるよう努めているが、協会の業
務内容および財務状況、職員の構成から、引き続き、
県の一定の財政的・人的関与は不可欠と考える。

―



出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

平成28年度から第2期中期計画に基づき事業を実施している。主な成果目標については、年度毎
の目標値を設定し、進捗状況を確認し、改善と達成に向けて事業を遂行するよう努めた結果、６事
業の目標はすべて達成することができた。また、令和元年度は、多文化共生総合相談センターとし
て、従来の外国人相談窓口を拡充し、「しが外国人相談センター」と改称し、整備と運営の充実に
努めた。
災害時の外国人支援については、県および２市と連携し、災害時外国人支援のための多言語支
援センター設置運営訓練を実施すると同時に、外国人県民等を対象に、防災教室を開催するなど
の取り組みを行った。今後は、令和元年度実施の訓練等を参考に、県と協会との協議を重ね、双
方での役割や体制の明確化に努める。
令和元年度は、協会設立40周年の節目の年であり、記念式典や記念講演会、国際交流賞の授与
を行い、広く県民に当協会を広報する機会とした。

第2期中期計画に基づく事業実施については法人の認識と同様であるが、本
県の「滋賀県多文化共生推進プラン（第２次改訂版）」との整合性を図りつつ、
県内の国際活動推進の中核的組織として広域的、専門的な事業が実施され
るよう、県としても必要な助言・提案を行っていく。
災害時の外国人支援については、国際協会としても主体的に取り組んでお
り、県域の支援を行う中核的組織としての役割を果たしている。取組の一層の
進展に向け、県および協会の役割を明確化し、災害時支援の体制整備に向け
て支援していく。

財務に関する事項

平成30年度はミシガン州立大学連合日本センター管理運営委託の長寿命化対策に係る経費、令
和元年度は多文化共生事業補助金で法務省から一元的総合相談窓口の設置と運営経費等で県
の財政的負担の割合が増加している。いずれも外的要因であり、自主財源率をみると減少して見
えるが、実際の協会の自主財源の確保額は大きな減少はない。管理費の削減等により、全体経費
の節減につとめ、また、記念事業や設備投資（PCやサーバーの買い替え）については、準備資金
や引当金等で計画的な経費の支出に努めた。ただし、安定していた収益事業は、渡航支援事業と
して実施しているため、1月以降はコロナウイルスの影響により減収となり、今後の対応について
は、検討が必要となっている。

財政状況に関しては概ね良好であるが、新型コロナウイルス感染拡大の影響
により、今後厳しい財政状況が見込まれ、収益の確保が課題であることから、
引き続き事業の見直しや自主財源の確保に向けた取組が求められる。



行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

・第２期中期計画の進捗管理および第３期中期経営計画の策定と進捗管理
　第２期中期計画については、「国際教育支援実施学校数」、「ホームページアクセス数」「進路支
援事業参加学校数」「外国人住民参加防災活動件数」「JCMU地域交流事業への参加人数」「国際
情報サロン利用件数」の全ての指標において、４年目となる令和元年度に全て目標達成を実現し
た。　最終年度はこれらを評価し、新たな中期計画の策定を行う予定である。
・多文化共生総合相談ワンストップセンター設置・運営
　令和元年度に「しが外国人相談センター」と改称し、対応言語を増やすなど拡充して運営を行って
いる。
・県域における災害時の外国人対応の体制の整備
　県と協会と協議の上、双方の役割を明確化し、訓練やセンタ―設置のシミュレーションの実施を
行う。
・経費の節減・自主財源の拡充
　経費の節減に努め、事業実施については、経費を抑えつつ、大きな効果を得られるよう、関連機
関等との協働実施など、実施方法を工夫をするよう努める。また、自主財源の確保に引き続き努め
る。

・第２期中期計画に沿って、事業を進め、しっかり取り組んだ結果、６つの全て
の指標において目標を達成できている。今後も在住外国人県民等を取り巻く
環境は目まぐるしく変化すると考えられるため、社会情勢を的確に把握しなが
ら対応をしていく必要がある。引き続き、国際協会の事業を支援していく。
・多文化共生総合相談ワンストップセンターとして「しが外国人相談センター」を
運営し、対応言語を増やすなど相談体制の充実に努めている。今後も同セン
ターの一層の利用促進に向けて支援していく。
・災害時の外国人対応については、県、協会の各々の果たすべき役割を整理
する必要があり、県域における体制整備に向けての取組について支援する。
・年度ごとに設定している自主財源率については、今後も目標達成の実現に
向けて取組が実施されるよう支援する。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・第２期中期経営計画の進捗管理
　経営計画としては平成28年度から5年間を計画期間として策定した自主財源率31％を毎年度の
事業計画書の作成時に目標指標として取り組み、経費の節減、収益事業費収入の増加により、自
主財源の確保に努めている。

　中期計画で定めている指標は以下。 　平成27年度　　　　　　令和２年度
国際教育支援実施学校数　　　　　　　　　　192校　　　　→　　　　206校
JCMU地域交流事業への参加人数　　　　1,210人　　　 →　     1,350人
進路支援事業参加学校数　　　　　　　　　　16校　　　　　→　　　　25校
外国人住民参加防災活動件数　　　　　　　　1件　　　　　→　　　　　5件
ホームページアクセス数　　　　　　　　　　　33,822件　　 →　　　40,000件
国際情報サロン利用件数　　　　　　　　　　　67件　　　 　→           70件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊令和元年度にすべて目標達成済
　
・多文化共生総合相談ワンストップセンター設置・運営  　令和元年度相談件数　950件

・収益事業による自主財源の拡充
　経常費用における管理費の構成割合は5.6％と管理費の節減に努めた。令和元年度自主事業収
益（受託事業収益を除く）は、24,103千円。今後も継続して自主事業収益の確保に努めるが、渡航
支援事業として実施している収益事業はコロナウイルスの影響により、令和２年度は一時中止して
いることから、自主財源の確保については当面厳しい状況にある。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・外国人との共生社会の実現に向けた環境を整えるため、国際協会において
多文化共生総合相談ワンストップセンターとして「しが外国人相談センター」を
設置・運営している。
・滋賀県国際協会において災害時外国人サポーター登録制度を設け、同サ
ポーター養成講座を滋賀県と滋賀県国際協会が共催し、ボランティアを募り、
災害時の外国人支援に備えている。
・多文化共生総合相談ワンストップセンター設置・運営にかかる補助金の増加
により県の財政支援が増加した。



　　　　　　総　合　所　見

・第２期中期計画の5年間の評価を行い、今後の国際協会の役割をみつめ、第3期中期計画の策
定を実施していく。また、依然厳しい経済情勢の中、節減に努めるとともに、今後も他機関や他団
体との連携による効果的な事業実施を進め、収益事業を主とした自主財源の確保による自立性を
高め、財政の健全化および効率的な事業運営を図っていく。
・外国人相談窓口は令和元年度に多文化共生総合相談ワンストップセンターとして拡充した。県域
を対象に法律相談や離婚結婚等の相談への対応、ベトナム語やタガログ語での相談の対応を行
い、市町の相談窓口で対応できない部分も対象としている。また、HP、SNS、外国人向け情報紙に
よる多言語提供等に努めた結果、従来から多数を占める南米出身の相談者のみでなく、東南アジ
ア等多様な国籍の方からの相談も増加している。今後も充実した取り組みに努めたい。県域にお
ける災害時外国人支援の県と協会との役割整理や発災時の対応の体制整備については、昨年度
の訓練等を参考に具体的に整えていく。災害時の多言語対応等が可能なボランティアの確保に引
き続き努める。

社会情勢や県民ニーズに適した必要で効果的な事業実施に向けて、法人の
強みである情報力、協働力、ネットワーク力、専門性を生かしながら事業に取
り組むことが求められる。そのためには、県との密接な連携が不可欠であり、
今後も財政的支援（事業補助）や人的支援（県職員派遣）を行っていく必要が
あるが、これまで以上に経営改善、自立性拡大、事業の見直しによる効果的
な事業実施、自主財源の確保に努められるよう、指導・助言を行っていく。
外国人人口は年々増加しており、相談対応をはじめ、多文化共生支援に対す
るニーズはますます高まるものと考えられ、令和2年度から計画期間の始まっ
た滋賀県多文化共生推進プラン（第2次改訂版）に基づき、国際協会の担う役
割を引き続き果たしていけるよう、取組を支援していく必要がある。
なお、近年、想定を超える災害が起こっている中にあって、災害時の外国人支
援は喫緊の課題であることから、関係機関と連携、調整しながら、しっかりと対
応する必要がある。

・第２期中期経営計画の進捗管理と第３期中期経営計画の策定

・多文化共生総合相談ワンストップセンター設置・運営

・災害時外国人支援ボランティア数　100名⇒120名

・自主財源率　2018年度予算　28％⇒　2022年度決算　31％

・毎年度進捗状況の確認済。
指標は達成済。
・令和元年度  設置

・令和元年度末　113名

・令和元年度（2019年）決算
25.6％

・多文化共生総合相談ワンス
トップセンター設置・運営
・災害時外国人支援ボランティ
ア数　100名⇒120名
・協会事業費への県の財政支
援　対2018年度2,500千円縮小

・令和元年度  設置

・令和元年度末　113名

・令和元年度　対2018年度2,504千円縮小
  　海外技術協力推進事業の見直しによる。
　

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績



【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
（公財）滋賀県国際協会へのＨＰのリンク http://www.s-i-a.or.jp/about/disclosure

　※行政経営方針実施計画（2019年度～2022年度）


